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研究成果の概要：2004 年 5 月に懸案の EU 加盟を果たして国家形成上の新段階に入ったエス

トニア・ラトヴィア両国が、独立回復以降重大な政治的・社会的課題として抱えてきたロシア

語話者マイノリティの統合をいかに処理し、複合民族社会形成を行ってきたのかを、両国にお

けるフィールドワーク、周辺諸国や国際関連機関での調査、招聘外国人研究者を交えた国際会

議などにより明らかにした。エストニアのタリンでは、研究期間中の 2007 年 4 月に「ブロン

ズの兵士像」移転をめぐる騒乱が発生したことから、特に、両国の民族間関係と歴史認識問題

の解明に集中的に取り組んだ。 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

2005 年度 3,700,000 1,110,000 4,810,000 

2006 年度 4,000,000 1,200,000 5,200,000 

2007 年度 4,000,000 1,200,000 5,200,000 

2008 年度 4,600,000 1,380,000 5,980,000 

  年度    

総 計 16,300,000 4,890,000 21,190,000 

 
 
研究分野：複合新領域 
科研費の分科・細目：地域研究・地域研究 

キーワード：エストニア、ラトヴィア、EU 拡大、国家統合、マイノリティの権利、複合民 
族社会、無国籍者 

 
 
１．研究開始当初の背景 
 
 科学研究費補助金・基盤研究（Ｂ）を得て
2001-2004 年度に実施した国際共同研究「エ
ストニア・ラトヴィアにおけるロシア系住民
の歴史と現状に関する総合的研究−−欧州統
合と多民族社会形成に関する同時代史的観
点から−−」による研究成果を踏まえて、2004
年に EU・NATO 加盟を達成した両国が、新た
な国際的・国内的環境の中で、ロシア語話者

住民の統合をいかにはかるのかを、さらに継
続的に追跡して研究する必要が自覚された
ことから、前共同研究に引き続いて、外国人
共同研究者をまじえた国際共同研究として
実施することとした。 
 
２．研究の目的 
 
 研究開始にあたって設定した目的及び下
位の検討課題は以下の通りである。 

研究種目：基盤研究(A) 

研究期間：2005-2008 

課題番号：17251003 

研究課題名（和文） EU 拡大後のエストニア・ラトヴィアにおける国家統合と複合民族社会 

 形成に関する研究 

研究課題名（英文） National Integration and Formation of Multi-Ethnic Society in 

 Estonia and Latvia after EU Enlargement 

研究代表者 

橋本 伸也 (HASHIMOTO NOBUYA) 

関西学院大学・文学部・教授 

 研究者番号：30212137 

 



 

 

 ソ連からの独立回復より 13 年を経て、エ
ストニア・ラトヴィア両国は NATO・欧州連
合(EU)への加盟を達成して、ヨーロッパの一
員としての国家アイデンティティを強固な
ものとするのに成功した。その一方で、負の
遺産として受け継いだ両国居住の多数のロ
シア語話者住民の処遇問題は、国内的には多
数の国籍を有さぬ住民の残存や民族間の社
会的格差、基幹民族のナショナリズムといっ
たさまざまの不安定要因をもたらし、対外的
には欧州国際社会とロシアによるマイノリ
ティ人権保障要求によって両国の最重要な
政治的社会的イッシューとして存続して、
「社会統合」政策路線の採用をもたらしてい
た。同時に、当該問題の扱いにおいて両国の
違いが際だってきているのが、本研究企画段
階の申請当時の状況であった。 

 それゆえ、EU 加盟により国家形成上の新
段階に入った両国が、ロシア語話者マイノリ
ティ問題を処理しつつ、どのように国家統合
を進めて複合民族社会形成を行いうるのか、
両国の共通性と差異を意識した追跡調査を
行うのが本研究の目的となった。なお、
2005-2008年という本研究で設定した期間は、
両国の第一次社会統合プログラムの終結と
第二次プログラムの策定、ユーロ圏加盟や欧
州域内自由移動問題（シェンゲン条約加入と
労働力移動問題）、エストニアにおける教育
改革などが予定され、両国の今後のあり方に
とって決定的意義を有する時期にあたって
いたことから、その推移を把握することが求
められていた。 

 目的達成にあたって設定された下位検討
課題は以下の通りであった。 

(1)対欧州・対ロシア関係を視野に入れた両国
の経済システム変動に関する調査研究 

(2)社会統合政策の実施過程と帰結に関する
調査研究 

(3)国家語による教育への移行を主眼とした
民族教育政策の実施過程と帰結に関する
調査研究 

(4)新状況下の住民（国籍を持つ者と持たない
者）のアイデンティティ変容についての調
査研究 

(5)国家統合と複合民族社会形成に影響を及
ぼす欧州国際機関の今後の動向・役割につ
いての調査研究 

(6)北欧地域協力の枠組みとエストニア・ラト
ヴィアの国家形成と社会統合に関する調
査研究 

(7)対ロシア関係とエストニア・ラトヴィアの

国家形成と社会統合に関する調査研究 

(8)以上の前提として、両大戦間期独立時代の
国家形成と社会統合のあり方についての
研究 

 また、研究期間中に第二次世界大戦とその
後のソ連によるバルト諸国「占領」に関する
歴史的記憶をめぐる民族間の政治的対立が
先鋭化し、エストニアでは首都タリンでこれ
に関連する暴動（「ブロンズの兵士像」事件）
さえ発生したことから、これを本研究課題に
とってきわめて重要な検討課題に加えて、研
究目的の発展をはかった。 
 
３．研究の方法 
 
 本研究課題では、以下のような方法を複合
的に採用して、研究を実施してきた。 

(1) エストニア・ラトヴィア両国の政府機
関、自治体、福祉施設、学校、大学、図書館、
文書館、人権関係 NGO 等を対象としたフィー
ルドワーク、および近隣諸国（ロシア連邦、
ポーランド等）や各種国際機関におけるイン
タヴュー。 

(2) フィールドワークやインターネット、
さらに外国人共同研究者からの提供などに
よって収集した文献資料を利用した研究。 

(3) マイノリティ保護問題に関する歴史的
経験を踏まえた理論的検討。 

(4) 外国人共同研究者を招聘して実施した
国際会議等による総括的な討議。 

以上である。 
 
４．研究成果 
 
 4 年間を通じて、研究分担者等が毎年手分
けして現地調査および関係国際機関・近隣諸
国での調査を実施して、フィールドワークや
資料収集、外国人共同研究者との交流による
情報交換・情報収集にとりくんだ。また、最
終年度には、外国人共同研究者を招聘して２
つの国際会議（「①Integration Policy in Estonia 

and Latvia from the Viewpoint of European 

Dimension」東京外国語大学、11 月 14 日。②
「Russia, Baltic States, Europe: Ehhno-politics 

of Memories and Histories」関西学院大学 11 月
16 日）を開催したほか、研究交流に努めた。 

 それらにより、前記下位課題のうち(1)に
ついては溝端を中心に取り組み、ロシアとエ
ストニア・ラトヴィア両国との間では、政治
的な緊張関係にもかかわらず、経済関係では
通常考えられている以上に根強いものがあ



 

 

ることを明らかにするとともに、そのことが
ロシア語話者マイノリティにとっての将来
的可能性を開きうるものであることを明ら
かにした。また、欧州化と資本主義多様性論
の視点から、両国の経済システムがリベラル
市場経済にのみ傾斜しないことを実証的に
明らかにした。 

 （2）については、外国人共同研究者であ
る Vetik と Zepa による両国の統合政策に関
する研究成果の摂取に努めたが、両国とも、
統合政策が、当初期待されたような成果をお
さめることができず、民族的分断がなお克服
されていないことが浮き彫りになった。この
点は、2008年 11月 14日に東京外国語大学（本
郷 サ テ ラ イ ト ） で 開 催 し た 国 際 会 議
「Integration Policy in Estonia and Latvia 
from the Viewpoint of European Dimension」
での主題でもあった。また、統合政策が十分
な成果を上げえなかったことを衝撃的な形
で示したのが、2007 年 4 月のタリンにおける
「ブロンズの兵士像」事件であったが、その
直後に実施された社会調査からは、ロシア語
話者とエストニア語話者とのあいだには、社
会的な態度やアイデンティティ、さらに歴史
認識問題などをめぐって深刻なズレの存在
することが明らかになった。 

 (3)の教育問題については、橋本が集中的
に取り組み、1991 年の独立回復以降の体制転
換のなかで教育改革の有した位置づけ及び
性格を現代史的な観点から解明するととも
に、ロシア語系学校の抱えている問題状況を
生徒数の減少や親の学校教育への態度、性急
な政策的展開のもたらす不安などについて、
フィールドワークに基づく検討を加えた。特
に、ロシア語話者住民が圧倒的多数を占める
エストニアのナルヴァについては、橋本と小
森が事例検討を行って、エストニア人がマイ
ノリティ化するなど全国的な問題とは異な
る固有の問題状況が存在することを明らか
にした。また、小森がこれらの調査研究を補
完して、独立回復後の教育制度の範型となっ
た戦間期教育制度の変容を明らかにした。 

 (4)のアイデンティティ問題は、①ロシア
語話者住民が圧倒的多数を占めるエストニ
アのナルヴァにおける地域的アイデンティ
ティの可能性について小森が取り組み、また、
②アイデンティティと歴史認識問題につい
ては、橋本・志摩・小森がそれぞれ取り組む
とともに、2008 年 11 月 16 日に関西学院大学
で開催した国際会議「Russia, Baltic States, 
Europe: Ehhno-Politics of Memories and 
Histories」でも主題的に扱った。これらを
通じて、同一の歴史的事件に関する記憶と歴
史的言説の構築のされ方が、ロシア語話者と
両国の基幹民族とのあいだでのアイデンテ

ィティの乖離を生み、社会統合を困難にする
様相が解明された。その際、エストニア・ラ
トヴィア両国にとどまらず、研究協力者の梶
の参加により、両国とは異なる歴史的経緯を
たどったリトアニアの事例との比較対照も
試みることができた。この点は、上で述べた
社会調査の中でも確認された点であった。 

 とりわけ小森は、ペレストロイカ期以降の
エストニアの政治及び社会統合において歴
史認識問題が中核的な意義を有することに
着目して、独立回復以前をも視野に入れた現
代史的考察を行い、歴史認識が政策を正当化
する様態を解明するとともに、その成果を単
著として刊行した。 

 (5)の国際機関に関する諸問題は、もっぱ
ら小畑が取り組み、明示的に語られないとは
いえ、明らかにエストニア・ラトヴィアにお
ける独立回復時の無国籍者の大量発生を意
識して締結された「国家継承に関連する無国
籍の防止に関するヨーロッパ評議会条約」の
概要をはじめて紹介するとともに、エストニ
ア・ラトヴィアを含む東中欧新規加盟国の加
盟交渉中に EU が提示した人権規範のコンデ
ィショナリティ化が EU の憲法秩序に転化す
る様相を提示した。また、これに関連して、
来日中であったエストニア・タルト大学准教
授である Lauri Malksoo 氏をゲスト・スピー
カーに招聘して、1991 年のエストニアの独立
回復時における戦間期独立国家との継承性
問題についての公開研究会を実施した（2007
年 7 月 29 日、京都大学）。 

 (6)に関しては、フィンランドの国際関係
研究者であり、現在はフィンランド外務省ア
ドバイザーを務める Hiski Haukkala 氏を外
国人共同研究者に委嘱し、東京での国際会議
で論点のひとつとして取り上げた。そこでは、
ポスト冷戦下にフィンランドとバルト諸国
との関係が急速に展開し、バルト諸国の「ヨ
ーロッパ化」に際してフィンランドをはじめ
とした北欧諸国との協力がもたらした貢献
とあわせて、そうした関係の将来展望を左右
するものとしてのロシア・ファクターが明ら
かにされた。また、志摩が環バルト海・ネッ
トワークについて検討を加え、冷戦後の地域
国際秩序形成について論じた。 

 (7)の対ロシア関係は、すでに述べたよう
に、溝端が経済関係についての実証的考察を
行うとともに、政治的関係については、2007
年 4 月の「ブロンズの兵士像」事件およびそ
れと関連する歴史政策・歴史外交に集中する
形で論じたが、他方でこの時期の重要な展開
であったロシアとエストニア・ラトヴィアと
の国境条約締結問題については、必ずしも十
分な検討を加えることが出来なかった。 



 

 

 (8)については小森が取り組み、戦間期教
育政策などについての解明を進めたが、これ
に加えて、国際連盟を中核として取り組まれ
た戦間期の東中欧地域におけるマイノリテ
ィ保護問題のなかに位置づけて両国の経験
を捉えるために、川手圭一（東京学芸大学）、
水野博子（大阪大学）両氏をゲスト・スピー
カーに招いて、公開研究会「両大戦間期中東
欧・バルトにおける民族的マイノリティ保護
と国際連盟」（2006 年 7 月 23 日、京都大学）
を開催した。 

 以上のとおり、設定した下位課題のそれぞ
れについて一定の成果を上げることができ
たが、それらの成果は、個別に論文や著書の
形で世に問うとともに、後掲「図書」欄に示
した二つの報告書『EU 拡大後のエストニ
ア・ラトヴィアにおける国家統合と複合民族
社会形成に関する研究・研究成果報告書』お
よび『National Integration and Formation of 

Multi-Ethnic Society: Experiences in Estonai and 

Latvia』として刊行するとともに、後者は関
西学院大学リポジトリに掲載して WEB 上で
も公開し、広く国内外にむけた研究成果の発
信に努めた。 

 それらを踏まえて総括的に論ずるならば、
①EU 加盟を果たした両国はすでに過渡的段
階を脱して、ヨーロッパの国家としての「安
定」を構築するのに成功したということ、し
かし、②それらもかかわらず、両国はヨーロ
ッパの他の諸国と同様の問題状況に晒され
ており、とりわけ 2008 年秋の国際的経済危
機による困難な状況に晒されていること、③
そうした中にあって、ロシア語話者の統合問
題は、住民間の極端な格差化や歴史認識をめ
ぐる対立、それに起因するアイデンティティ
形成上のズレなどとして固定化され、統合政
策の実行にもかかわらず、しかるべき成果を
得るにいたっていないということ、などを指
摘できるであろう。 

 なお、本研究のとりまとめ後にラトヴィア
では、昨年来の経済危機と国家財政破綻によ
る政権交代劇のなかで、本年 3月末には、ロ
シア語系政治家の入閣問題が社会的な論争
の的となっている。マクロ経済の変化が国内
の政治社会にもたらす変容について、なお継
続的な観察が求められるところであろう。 

 最後に、近年、日本でもバルト諸国に関心
を寄せる研究者は少しずつ増えており、エス
トニア・ラトヴィア両国に関する学問的情報
も増加しつつある。しかし、本研究のように
多様な専門分野の研究者からなる学際的な
共同研究として両国の歴史と現状について
論じたものは他には存在せず、本研究及びそ
れに先行した国際共同研究「エストニア・ラ

トヴィアにおけるロシア系住民の歴史と現
状に関する総合的研究−−欧州統合と多民族
社会形成に関する同時代史的観点から−−」に
よって、両国に関する知見が飛躍的に拡大し
たことはまちがいないであろう。 
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